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従業員給与実態調査報告書

（令和５年３月）

一般社団法人　山口県建築協会
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令和５年３月　　

　　　会　員　各　位

一般社団法人　山口県建築協会　　　
会　長　　磯　部　雄　一　　

「従業員給与実態調査報告書」の送付について

　地域における建設産業は、コロナ禍による景気の落ち込みや、世界的
なエネルギー資源や建設資材の高騰、長期にわたる建設投資の減少の中
で、労働環境の悪化や雇用力の低下など多くの課題を抱えており、とり
わけ若手技術者や技能労働者不足が深刻化している状況です。
　国では、少子高齢化に伴う労働人口の急激な減少に対応し、「働き方
改革実行計画」を策定、労働力不足を解消し一億総活躍社会を作るため
には、①長時間労働、②非正規と正社員の格差、③労働人口不足（高齢
者の就労促進）の３つの課題があるとしています。さらに、適正な賃金
水準の確保のため、公共工事の労務単価が８年続けて引き上げられてい
ます。
　建築産業の担い手確保に当たっては、建築産業の魅力を高め、若年層
や女性の入職を促進し、適切な賃金水準の確保や社会保険の加入促進、
長時間労働の是正や週休２日に向けた環境整備をするなど建築就業者の
働き方の改善を図ることが求められています。
　こうした中、建設業の適正な管理・運営を行う上で、本調査資料を参
考にしていただければ幸いに存じます。
　末尾となりましたが、会員 116 社のうち 88 社（75.9%）が調査票を
提出され、ご協力を得ましたことを厚くお礼申し上げます。
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は　じ　め　に

１、調査の目的

　　　会員の令和４年 12 月分の給与及び令和４年中の賞与の実態を明かにし、　　

　会員の給与管理上の参考資料とすることを目的とする。　　

２、調査の方法

　　　会員に調査票を送付し、回答を求めた。

３、調査票提出会員数

　　　調査票提出会員数は、次表のとおりで、提出率は 75％であった。

　（注）令和４年 12 月末現在の会員数は、116 社である。

４、調査対象従業員

　　　建築技術職員、土木技術職員、営業職員、事務職員及び運転手の全員を対象

　　とし、会社（組）の代表者、非常勤または臨時の、役職員、土木建築以外の技

　　術職員、作業員、大工、左官等の労務者及び兼業部門の専従者は除いた。

2億円未満 2億円以上 5億円以上 10億円以上

総    数 88 16 36 15 21

岩　　国 6 3 0 1 2

柳　　井 2 0 1 0 1

周　　南 9 2 1 3 3

防　　府 7 0 3 2 2

山　　口 21 6 9 1 5

宇　　部 21 3 10 5 3

下　　関 15 2 8 1 4

萩・長門 7 0 4 2 1

区分 総数

完成工事高別
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５、各表の地区区分

　　　岩　　国　　岩国市

　　　柳　　井　　柳井市、大島郡、熊毛郡

　　　周　　南　　周南市、光市、下松市

　　　防　　府　　防府市

　　　山　　口　　山口市

　　　宇　　部　　宇部市、山陽小野田市、美祢市

　　　下　　関　　下関市

　　　萩・長門　　萩市、長門市

６、各表の完成工事高

　　　令和４年３月時点の経営事項審査申請書の直近２年分（又は３年分）の平均

　　完成工事高（土木工事等を含む）によった。

７、各表の根基

　（１）人数・平均年齢・給料・手当・計の各欄

　　　　新規・途中採用者を含む全員の平均値である。

　　　超過勤務手当の欄

　　　　超過勤務手当の受給者のみの平均額を別に括弧書として再掲した。

　（２）前年の計の欄

　　　　新規・途中採用者、途中退職者は含まれていない。即ち令和２年 12 月以　

　　降引き続き雇用されている従業員の令和３年 12 月の給料手当の合計である。

　（３）前年比の欄

　　　　（１）の平均値と（２）の平均値について、100 分比で掲げた。

８、各表の数値についての留意事項

　　　各表の地区別、完成工事高別、年齢別等の数値を比較参考する場合は、調査

　　票提出会員の完成工事高別の構成内容、平均年齢、集計された人数等を充分勘

　　案して判断していただきたい。特に一人当り平均給与額の地区別、完成工事高

　　別の格差は、主として年齢別の構成の相違によって生じている傾向が強いので

　　留意のこと。

９、山口県令和４年職員給与に関する報告（参考として報告書末尾に掲載）

　　　今回のポイントは、次のとおりです。

・月例給については、民間給与との均衡を図るため、月例給（給料表）を３年ぶ

りに引上げる。

・特別給については、民間の支給割合との均衡を図るため、６月及び 12 月に支給

される勤勉手当の支給割合をそれぞれ 0.05 月分（年間 0.10 月分）引上げる。
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１．職種別 1 人平均給与月額　　〔令和４年 12 月分（賞与は除く）〕

人数平均年齢 給料 手当 (超過勤務手当) 計 前年の計 前年比

男 37 62.9 446,967 103,847 72,973) 550,815 562,150 97.9

女 1 29.0 100,000 0 0) 100,000 100,000 100.0

男 96 61.2 267,625 114,747 60,641) 382,372 389,200 98.2

女 2 58.5 194,000 69,500 0) 263,500 263,500 100.0

岩　　国 5 63.0 349,600 187,067 0) 536,667 532,566 100.7

柳　　井 2 47.5 303,415 108,494 32,062) 411,909 372,917 110.4

周　　南 14 60.9 271,198 116,085 46,378) 387,284 389,568 99.4

防　　府 14 61.1 259,071 85,440 42,682) 344,512 368,745 93.4

山　　口 17 54.5 257,247 142,804 79,295) 400,051 387,477 103.2

宇　　部 16 63.3 288,450 56,251 9,170) 344,701 354,640 97.1

下　　関 13 63.8 265,884 155,060 113,722) 420,945 427,403 98.4

萩・長門 15 66.0 231,233 113,239 32,549) 344,472 363,814 94.6

2億円未満 0 0.0 0 0 0) 0 0 0.0

2億円以上 21 60.1 251,741 92,524 38,501) 344,266 349,887 98.3

5億円以上 15 64.3 276,200 109,399 89,883) 385,599 415,127 92.8

10億円以上 60 60.8 271,040 123,862 61,723) 394,903 396,814 99.5

0～19 0 0.0 0 0 0) 0 0 0.0

20～24 1 24.0 180,000 84,100 0) 264,100 219,100 120.5

25～29 0 0.0 0 0 0) 0 0 0.0

30～39 1 30.0 252,000 83,800 0) 335,800 351,000 95.6

40～49 11 45.6 266,689 142,259 47,949) 408,948 384,280 106.4

50～59 17 54.9 288,826 144,663 73,373) 433,489 428,619 101.1

60以上 66 66.5 263,884 103,390 58,718) 367,274 382,625 95.9

掲再は当手務勤過超、円 位単士築建級１）１（
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